








   ―文化の公共性と外部性に着目して」 
 
A Studｙ on Cultural Resources and Regional Vitalization 















































































































































































       










































































































































































































































第２章 文化資源の定義と公共性     





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































館）、博物館相当施設（331 館）、博物館類似施設（4418 館）の計 5614 館である。
このうち、国立 197 館、都道府県立 418 館、市町村立 3090 館、私立が 1394 館で、
国公立が 75％を占める。 


















































































































































































































































































































































































































































































































         








































ｅｅ ｅｔ ｌａ ｖｉｅ， Ｌａ Ｄｏｃｕｍｅｎｔａｔｉｏｎ』

































































































































































































































   
 
（図 3）青森県十和田市が推進するアートによるまちづくりプロジェクト「Arts Towada」（野外芸術文
化ゾーン）A: 現代美術館（2008 年開館）、B、C、D：アート広場（アートを用いて公園化した広場。2010 年オープン）  
（十和田市現代美術館 HPより 2011.5.1アクセス） 















2001年にもたらされた直接的な経済効果は 7 億 7500 万ユーロに達し、これは
美術館建設費の約 10 倍に相当し、バスク州政府は投資額を３年で回収し
たことになる（76）。 


























































    （Guggenheim Bilbao HPより 2011.5.1アクセス） 
ビルバオ・グッゲンハイム美術館。壮大な船を連想させる




























































































































そのような中、2008 年 3 月、滋賀県議会で県立芸術劇場びわ湖ホール（以下びわ
湖ホール）の運営費をめぐり、「福祉かオペラか」の議論が起きた。問題の発端は、











































 県内 県外 
オペラ 39％ 61％ 
オーケストラ 53％ 47％ 
バレエ・ダンス 24％ 76％ 
演劇 58％ 42％ 
古典芸能・邦楽 61％ 39％ 
室内楽 51％ 49％ 
普及事業 82％ 18％ 





















































































































1967 年から国による公立文化会館設置に対する助成が始まり、人口 10 万人以上














別されるようになった（この補助金は 1995 年度に廃止された）。 
財団法人地域創造が 2000年に実施した「地域の公立文化施設に関する調査」によ
ると、1999年現在、全国に 2,465館の公立劇場・ホールがある。大半が 1980年代後
半以降に建設されたもので、1990 年代には約 1,000 館がオープンする空前の建設ラ
ッシュになった。現在稼動している全施設の 47.3％がこの時期に設置された。近年































































































































（びわ湖ホールホームページより 2012.9.17 アクセス） 




1995 年 2 月の県議会では、（仮称）びわ湖ホールの設計と 245 億円の工事費は認
























































































































































































































                （表16）年度別来館者数の推移 




























































































































































































































              
（びわ湖ホール発表資料より筆者作成） 
 2007 年度 （千円） 
直接効果（Ａ） 1,516,397 








（897,443－賃金 284,300）×1.496639（娯楽サービス部門の逆行列係数）＝917,654 千円 
②びわ湖ホール職員賃金に加え、生産過程による波及効果で生産が増加した結果、 
それに伴い賃金も増加し、その一部が消費に転じ更なる県内生産の増加を生むと考えられる。 
（284,300＋917,654×0.29（雇用者所得額/県内総生産額））×0.76（2007 年度大津市の平均消費性向）=418,319 千円  
③来館者の観光消費行動需要額（618,954 千円）を滋賀県産業連関表の個人サービス部門にあてはめると、この需要を

















































































































































ている」  （神戸新聞 2005.1.12） 
「震災から復興してこのオケができた、とメンバーにはよく伝え、人のつな




















































































































































































































































    2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 
大ホール 開館日数 117 316 318 321 
  利用日数 105（117）※ 293（246） 312（265） 316（275） 
  利用率 90% 93% 98% 94% 
中ホール 開館日数 121 306 309 312 
  利用日数 111（121） 245（145） 287（186） 300（204） 
  利用率 92% 80% 93% 96% 
小ホール 開館日数 119 299 304 303 
  利用日数 93（119） 273（87） 296（78） 300（72） 
  利用率 78% 91% 97% 99% 











































































































































































































































































































































































































芸術文化センター北側 ―3.1％ 6.5％ 6.1％ 12.9％ 
西宮北口駅南側 ―3.0％ 9.4％ 8.6％ 18.8％ 
西宮北口駅北側 ―2.3％ 2.4％ 7.0％ 9.5％ 
夙川駅南側 ―3.1％ 0.0％ 12.9％ 12.9％ 
JR 西宮駅南側 ―2.9％ 0.0％ 8.8％ 8.8％ 
JR 甲子園口駅南側 ―3.6％ 1.9％ 5.5％ 7.4％ 
阪神西宮駅北側 ―2.6％ 2.7％ 7.9％ 10.8％ 
阪急岡本駅南側 ―1.7％ 5.1％ 16.1％ 22.0％ 
阪急三宮駅南側 ―3.4％ 4.3％ 20.5％ 25.7％ 
 
（表 26）西宮市内および神戸市内主要地点の路線価上昇率  
（「兵庫県立芸術文化センターの整備・運営による経済波及効果について」











































合計 2005 年 度
（下半期） 
















































































































































































県内を中心に支持を受け、開館 5 年目には先行予約会員（無料）数が 70,000 人















































訪れる「わくわくオーケストラ教室」を行っており、2007年度は 381 校 51,095人の
生徒、引率者･保護者を含み計 55,532 人が来場した。ワンコインコンサートをはじ


































使命 活動評価 使命 活動評価 
・舞台芸術が地域にも
たらす威信 
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2007年 4月に芸術監督が 2代目沼尻竜典に交代し、同年 10周年を迎えたことを機


































































































湖」では、出演者数が 650 人、14 の有料公演の入場率は 95.2％、有料入場者数は 1
万人を超え、無料公演を含めると 23,799 人が訪れた。翌 2011 年の第 2 回目は、出
演者数 695 人、公演回数 68、来場者数 28,217 人となった。さらに、2012 年は、プ

























































































































































































































































































































































































丁目～6丁目の人口は、1995年～2005年の 10年間に、世帯数で 1,105世帯から 2,028
世帯へほぼ倍近く増加、人口も 2,082人から 3,721人へと増加している（102）。商
店街の通行量も 1 日当たり 2,000人程度増加している（103）。 
NPOが主催するイベントの集客数も増え続けている。神戸最大の野外音楽祭に成長
した新開地音楽祭は、2011年で第 11回目を迎えた。2011年 5月 7日、8日の 2日間
で、公募出場バンドが 130組、来場者数は 4万人に達している（読売新聞 2011年
5月 8日付）。出場バンドは、約 150の公募枠に全国から 490件の応募があり、過去
最高の競争率であった。新開地まちづくり NPOは、事業規模、活動成果等、「全国





























































また沖縄市は小規模企業者が大半を占め、失業率が 13.7％（2005 年 国勢調査）














































































































2010 年 3 月に沖縄市が国に申請した中心市街地活性化基本計画については、コザ










































































































































































































































































































６節 ６章のまとめ   
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街地が形成され、1956 年に「コザ市」となった。市制施行後 35 年以上が経つ現在でも、沖縄
市の旧コザ市域は「コザ」の愛称で親しまれている。 
(106) 例えば 2007 年の沖縄県の観光客数 5,892,300 人に対して、同年の沖縄市の観光客数
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